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　RIA（Regulatory Impact Analysis or Assessment：規制影響分析）とは，法令等に
よるあらゆる規制の制定または改正によって発生すると予測される社会的な便益・コス
ト・リスク等の影響を事前評価する手法であり，米国・英国などで導入され，日本でも
政策評価の一環として2004年から試行的に実施され，2007年より実施が義務付けられて
いる。本書は，RIAの目的や導入の経緯，評価に必要とされる経済学的概念や分析手法，
実施例について，包括的に記述したものである。第１章で RIAの基本的概念と既に導
入されている米国・英国・EUの RIAでの沿革・動向が紹介されている。第２章では，
RIAの背景にある厚生経済学の基本概念や便益の計測のための実証手法について解説
が行われている。第３章では，通信・電力・交通・医療・環境分野での実施例がケース
スタディとして紹介されている。最後の第４章では，我が国での中央政府及び地方自治
体での RIAの導入経緯，実施状況が紹介され，今後の展望や残された課題が解説され
ている。
　本書は，編者をはじめ，現在もしくは過去に関連した業務の経験をもつ複数の専門家
により執筆されたRIAの体系的な解説書であり，RIAに特化して記述された解説書は，
現時点では他に見あたらない。RIA実施の社会的な重要度が増すことが予想される中，
行政で規制政策に関わる担当者を始め，規制政策の研究者や専門家，そして規制によっ
て直接間接に影響を受ける企業や国民にとって，RIA の基本を効率的に理解するのに
非常に有益な書籍となっている。
　RIA は，規制の効果と負担を明確にすることで，無駄な規制や時代に合わなくなっ
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た規制を緩和・撤廃し，規制の是非や新たな課題への対応を問う。また規制を実施する
にしても，定性的もしくは定量的な評価を示すことで，合理的かつ効率的な規制手法が
選択されることを目指している。加えて，評価を公開することによって，利害関係者や
学識経験者，国民と理解を共通化するとともに，社会への説明責任を果たすことが期待
されている。ただし，情報を公開し，外部有識者や利害関係者から広く意見を求め，政
策形成に反映するという点については，パブリック・コメントや外部有識者による委員
会制度によって既に達成されていることを考えると，RIA の最大の特徴は，規制の効
果と費用を定性的もしくは定量的に評価する点にあると考えられる。
　しかしながら，本書でも指摘されているように，我が国の RIAでは，定量的な評価
が行われているものは少なく，多くの評価が定性的な記載に留まっているのが現状であ
る。定性的評価では，代替案との比較検討が十分行われず評価が形式的なものになった
り，規制の実施を前提として恣意的な評価が行われるなど，RIA 本来の意義や目的を
十分に達成することは期待できない。本書では，我が国が RIAの定量的な評価に踏み
込めない理由として，行政側の RIAへの無関心と定量分析に対する不信感が存在する
ことを挙げているが，以下ではこのような行政側の無関心や不信感の背景について捕捉
しておきたい。
　第１には，行政側が定量的手法について経験やノウハウを有しておらず，定量的評価
の実施に対応した組織に転換できていないことが挙げられる。もともと，一部の経済的
規制を除いて，規制の多くは技術的根拠や社会的要請に依存して実施されてきた。これ
らの規制では，経済的影響については無視されるか，僅かなものとして十分考慮されて
こなかった。このため，規制の発案から実施に至る過程に，その影響を定量的に評価す
ることが組み込まれておらず，現時点で規制評価は単なる説明責任のための手段として
捉えられており，政策形成プロセスから独立している感が強い。加えて，これまで規制
を実施する際の行政事務の多くが，利害関係者との調整や法整備に費やされてきたこと
から，行政の組織構成や人材もそのような対応を念頭に構成されている。この意味で，
定量評価の実施は行政組織のあり方や人材の見直しをも要請するものであるが，組織や
人材に深く関わるものであるだけに，その対応は容易ではない。
　第２には，規制施行後に結果と評価が異なることで，批判を受けるリスクを嫌い，定
量的評価を避けようとする傾向（誘因）が存在することも行政側の無関心の原因となっ
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ている。実際，規制内容によっては，便益を中心としてその数値的評価が難しく，また
十分なデータを確保出来ないことが多い。十分な客観的なデータが得られないまま便益
の評価を行えば，評価は恣意的なものとなってしまう。本書でも述べられているように，
政策評価法を根拠に，既に公共事業，ODAなどの分野で費用便益分析が実施されてい
るが，しばし便益が過大に見積もられ，様々な公共事業が進められている事実を鑑みれ
ば，不確実な情報による恣意的な定量評価が行われるのではないかとという疑念をしば
し抱かせる。このような疑念を払拭するためには，定量的評価を実施する場合に，単に
効果や費用を示すだけではなく，評価の手法及び利用したデータを可能な限り公開し，
評価結果を事後的に第三者により検証可能なものにしなくてはならない。でなければ，
逆に不適切な規制を正当化するための根拠として RIAが用いられてしまう事にもなり
かねない。
　第３には，定量評価において，所得再分配と公平性の観点を如何に組み込むのかとい
う点について社会的合意が得られていないことが，定量評価を躊躇させる原因となって
いると考えられる。RIAを始めとする政策評価は，市場経済で行われている管理手法を，
公共政策の決定に導入することを基本的な理念としているが，市場では応益負担の原則
が成立するが，公共政策では同原則は必ずしも成立しない。規制についても，その影響
は一律ではなく，費用を負担する主体と便益を享受する主体は一致せず，両者の間に乖
離が存在する。このため規制の実施は必然的に所得分配としての側面を必ず有すること
になるが，定量評価において，このような所得再分配効果をどのように評価するかが問
題となる。例えば，弱者保護など限られた主体のために規制を課す場合，規制により便
益が及ぶ対象は非常に限定される一方で，規制によって行動を制限される主体が多数存
在することになる。この場合，単純に便益と費用を集計して，比較すると費用が便益を
上回る可能性が高い。よって便益と費用の評価にあたって，何らかのウエイト付けが行
われる必要があると考えられるが，ウエイト付けを認めることは，評価の客観性を喪失
することにつながりかねない。故に，異なる主体間の便益・費用をいかにウエイト付け
して集計を行うことが妥当であるのか，社会的合意を形成することが必要となるが，こ
のような合意形成が非常に困難であることは改めて言うまでもないであろう。
　以上のように，定量的評価には数々の課題が存在するものの，評価の難しさをもって
行政側は定量的評価の実施を躊躇するべきではないという本書の主張について，行政側
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は真摯に受け止めるべきであろう。特に近年では，公的サービスや規制等の効果に対す
る社会的不信が広がっており，便益に対する適切な評価を行うことがないままに，その
費用にのみに焦点が当てられ，これを削減することの必要性のみが取り上げられる。こ
れは，行政側が既存の政策等の便益を広く社会に提示することを怠ってきたことのツケ
であろう。政策評価は，影響もしくは便益が見えにくいという特性を有する規制政策に
ついて，合理的な説明を行うことで，公的サービスの必要性や便益を目に見えるものに
する（可視化）という役割も担っている。便益を明確にすることが出来なければ，費用
のみに焦点が当てられることになり，本来社会的に必要な公的サービスまでも失われる
ことになりかねないと考えるべきである。
　そもそも，RIA の背後には，行政サービスを，法令等や手続きの正当性や予算の施
行状況で評価するのではなく，民間企業と同様に，成果志向もしくは顧客（国民）志向
の評価に転嫁することで，国民や住民の視点に立った行政のマネジメントを行うことを
目指している。すなわち，政府のガバナンスや政策形成プロセスそのものの変更するこ
とを要請している。定量評価の実施を行政の判断プロセスそのものに組み込まねば，単
なる説明責任のための作業では事務量の増加を意味するにすぎず，更なる行政費用の増
加につながることになってしまう。このような状況に陥らないためにも，行政は，定量
評価を規制政策の形成プロセスに組み込み，これに基づく政策判断が行われるように行
政構造自体が転換することが求められている。
　ただし，このような行政構造の転換は，学術界や産業界との協力なくして達成は困難
である。本書には，RIA をはじめとする政策評価は，単なる行政の評価に留まるもの
ではなく，より優れた代替制度を設計し，これを実現する社会的協業体制を構築する手
段として機能する事こそが最も重要な役割であるとの，強いメッセージが込められてい
るように思われる。
